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報告書の見方
報H29/P10このマークは、尖閣諸島資料ポータルサイト（内閣官房領土・主

権対策企画調整室）に資料が掲載されていることを示していま
す。報告書のPDFファイル閲覧時は、クリックすると当該ページが
ブラウザで開きます。

過去の尖閣諸島に関する資料調査報
告書に当該資料が掲載されていること
を示しています。掲載年度 掲載頁

尖閣諸島資料ポータルサイト：https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/index.html

https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/index.html


尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度） ...  01

※資料部分： 資料番号／資料タイトル／『収録誌』（著作者）等／作成年月日

02

03

03

03

03

05

06

まえがき
事業のあらまし
　1 調査の概要
　2 調査目的及び対象（参考：尖閣諸島をめぐる動き）
　3 実施体制、調査スケジュール
　4 調査成果
　5 資料紹介

目 次

29あとがき

（ア） 1895年の領土編入以降、尖閣諸島に日本政府が行政権等を行使してきたことを示す資料
06尖閣諸島の沖縄県行政区画への編入と土地査定の実施資料群1

���� 明治35年沖縄県令第49号（別冊）『沖縄県令達類纂』（沖縄県）
1911年（明治44年）11月１０日

08

���� 沖第1238号 八重山郡石垣町大字登野城処分調査書（沖縄営林署）
1930年（昭和5年）

10

���� 整理調査票[八重山郡石垣町大字登野城字南小島字北小島]（沖縄営林署）
1930年（昭和5年）

12

（イ） 米国（米軍）の認識を示す資料

14戦後、米国（米軍）が尖閣諸島を琉球の範囲に含め、琉球政府／沖縄民政府に
よる行政権の行使を認めていたことを示す資料

資料群2

���� 財産取得要求告知書 石垣市　NR-183 ENG-0227　不定期間賃借権
（琉球政府法務局軍用地関係事務所業務課）1960年（昭和35年）

16

���	 沖水第44号[爆撃演習による出漁禁止区域について]
『沖縄民政府当時の軍指令及び一般文書 5-4 1948年）』（沖縄民政府）
1948年（昭和23年）4月22日

15

21米国が戦時中から尖閣諸島を沖縄の範囲に含めていたことを示す資料資料群3

���
 海軍情報局49,600-地理 南西諸島編 第15版（米国海軍情報局）
1944年（昭和19年）5月

22

���� GAZETTEER No.14X RYUKYU RETTO AND NANPO SHOTO
[琉球列島地名集]（米国海軍水路部）　1944年（昭和19年）11月

24

（ウ） 尖閣諸島周辺で行われた調査に関する資料
26旧総理府による尖閣諸島海底地質調査資料群4

���� 尖閣列島周辺海底地質調査報告書（東海大学）1969年 27



02  ... 尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度）

まえがき

　東シナ海の洋上に点在する尖閣諸島は、有史以来人間の居住に適しない

小島群であった。帆船時代の航海者たちも、港湾条件を持たないその島々に

寄港することはなかったのである。約500年にわたり、尖閣諸島周辺の海域を毎

年のように通過して中国福建省に通っていた琉球王国の人々にとっても、同諸

島の存在は熟知していたものの、航海ルート上の単なる道標にすぎなかった。

　しかし、1879年（明治12年）の沖縄県設置（琉球処分）以後の近代史は、そ

のような状況を大きく変えることになった。新制沖縄県は、周辺海域に点在する

無主の無人島群の調査を行い、開拓の可能性を探った。太平洋に浮かぶ大

東諸島と東シナ海に点在する尖閣諸島を相次いで調査し、大東諸島を日本の

領土に編入する旨の国標を建立する（1885年（明治18年））。その10年後、

1895年（明治28年）には尖閣諸島の領土編入を閣議決定した。その結果、沖

縄県の県域は東方と西方に大きく拡大したのであった。

　拡大した県域はどのように管理・統治されていたのだろうか。有人島の歴史

を継続し発展してきた大東諸島については説明するまでもないと思うが、その後

の尖閣諸島に関してはどのような状況が展開していたのだろうか。このテーマを

予見に基づく推論レベルにおいてではなく、徹底した実証的態度を堅持しつ

つ、諸資料を収集し分析することを通じて確かな事実を認定する、これが私た

ちの掲げる課題である。

　今年度は特に、国有地であった尖閣諸島を民間人に払い下げる際に作成

された土地価格査定調査の報告書や、行政区画の設定において尖閣諸島を

沖縄県八重山郡に位置付けた文書、戦後沖縄を統治したアメリカが尖閣諸島

（久場島）を射爆場として使用した際の軍用地借り上げの手続きに関する資料

などを取り上げ、沖縄県の県域の一部としての尖閣諸島の実態を明らかにし

た。

　尖閣諸島が近代初期において日本の領土に編入された後、その島々が沖

縄県の一部として実効的に管理・統治され続けていたこと、そのことを裏付け

る確かな事実認識を示すことができたと思う。

平成31年（2019年）3月
尖閣諸島関係資料調査研究委員会

座長　高良倉吉
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事業のあらまし

（五十音順）研究委員会委員

上杉 勇司 早稲田大学国際学術院教授（平和構築・紛争解決）

上田 不二夫 沖縄大学名誉教授（水産経済学、沖縄漁業史）

高良 倉吉（座長） 琉球大学名誉教授（琉球史）

鶴田 順 明治学院大学法学部准教授（国際法）

平野 聡 東京大学法学部教授（アジア政治外交史）

真栄平 房昭 琉球大学教育学部教授（近世東アジア交通・交易史）

益尾 知佐子 九州大学大学院比較社会文化研究院准教授
（東アジア国際関係、中国政治）

松田 康博 東京大学東洋文化研究所教授（国際政治、日中・日台関係）

※事務局 特定非営利活動法人沖縄平和協力センター（OPAC：仲泊和枝）

（五十音順）研究チーム

特別研究員

事業統括

主任研究員

石井 望（長崎純心大学准教授）

大崎 博之（株式会社ストリームグラフ　※事務局）

國吉 まこも（尖閣諸島文献資料編纂会）

　株式会社ストリームグラフは、特定非
営利活動法人沖縄平和協力センター
（以下、OPAC）の指導、協力のもと、平
成30年度、内閣官房領土・主権対策
企画調整室の委託に基づき、尖閣諸
島関連資料の調査を行った。　
　調査にあたっては、尖閣諸島に関す
る地元の専門家を中心とした研究チー
ムを組織した。また、研究チームが行う
調査について助言を受けるため、有識
者による研究委員会を開催した。
　なお、この報告書の記載内容は、研
究委員会の助言を踏まえた研究チーム
の見解であって、政府の見解を表すも
のではない。

1 調査の概要

　研究委員会は、事業実施期間中3回開催した。研究委員会、研究チーム
の構成員及び調査スケジュールは以下のとおりである。

3 実施体制、調査スケジュール

　これまでの尖閣諸島に関する資料
調査事業の成果は、過年度の報告書
（報H26-H29）にまとめられているとこ
ろ、今年度の事業は、これまでの調査を
継続することとし、尖閣諸島関連資料
の一層の充実及びその整理を目指して
調査を実施した。
　とりわけ今年度は、領土編入以降日
本が尖閣諸島に行政権を行使してきた
ことを示す資料（尖閣諸島の行政上の
位置付けや土地の管理）、諸外国の尖
閣諸島についての認識を示す資料など
の調査を行った。

2 調査の目的及び対象

事業のあらまし

https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/report/senkaku.html
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※1896年～1932年の動きについて、詳細年表「尖閣
諸島の行政上の位置付け（まとめ）」参照（P7）

関連資料例

国標建設に関する再度の上申（1885年11月5日）
沖縄県令が、内務卿に国標の建設を再度上申したが、国標建
設は見送りとなった。

漁業等を試みる者がおり、その取締の
必要性からも、尖閣諸島の久場島と
魚釣島を沖縄県の所管とし、そこに標
杭を建設することについて指揮を仰ぎ
たいとする願い出。沖縄県知事から内
務大臣、外務大臣宛に提出された。

甲第百十一号（久場島魚釣島へ
本県所轄標杭建設之義二付上申：
1893年11月2日）

参考： 尖閣諸島をめぐる動き

沖縄県からの願い出を受け、漁業者
取締の必要性から魚釣島、久場島を
沖縄県が所轄することを認めた閣議
決定文書。

閣議決定 指令案 標杭建設ニ関スル
件請議ノ通（1895年1月14日）

1879年 明治政府が沖縄県の設置を全国に布告（1879年4月4日）
（明治12年）

国標建設に関する上申（伺い）（1885年9月22日）
沖縄県令が、内務卿に尖閣諸島（久米赤島（大正島）、久場
島、魚釣島）の調査予定を報告し、国標建設の指揮を請う。

1885年
（明治18年）

国標建設の上申（1893年11月2日）
沖縄県知事が、内務大臣、外務大臣に対し、漁業者取締の必
要性から尖閣諸島（久場島、魚釣島）を沖縄県所轄とし、さらに
国標建設を上申した。

1893年
（明治26年）

沖縄県が古賀辰四郎に尖閣諸島の開拓を許可
（1896年8月）

1896年
（明治29年）

尖閣諸島を八重山郡大浜間切登野城村の小字に編入
（1902年12月）（P8-9参照） ����

1902年
（明治35年）

魚釣島、南小島、北小島、久場島を古賀善次に払い下げ
（1932年1～3月）（P10-13参照） ���� ����

1932年
（昭和7年）

農林省農事試験場の燐鉱石資源調査団が尖閣諸島の
上陸調査を実施（1939年）

1939年
（昭和14年）

国標建設を閣議決定（1895年1月14日）
上記上申を受けて、尖閣諸島（久場島、魚釣島）の沖縄県所
轄、国標建設を閣議決定した。

1895年
（明治28年）

調査スケジュール

平成30年
4月～12月

・琉球大学等における予備調査の実施ならびに
調査計画策定。
・第1回研究委員会を開催し調査計画案を確認。
・以降、沖縄県公文書館、沖縄県立図書館、石
垣市立図書館等、沖縄県内の資料所蔵機関
の調査や国立公文書館アジア歴史資料セン
ターウェブサイトを用いた調査を実施。
・外務省外交史料館、国立国会図書館、国立公
文書館を中心とした調査を実施。

平成31年
1月～2月

・調査結果を踏まえ第２回研究委員会を開催。課題の
整理を行い、成果のとりまとめに向けた議論を行った。
・追加調査を実施。
・本報告書の素案を作成。

3月 ・第３回研究委員会を開催し、追加調査結果の確認を
行うとともに、本報告書案について意見交換を行い、
調査成果の総括を行った。

https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1885110500101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1893110200101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1895011400101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1895011400101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1893110200101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1932000000301.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1941040000103.html
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5. 資料紹介 - 資料群1

琉球政府出入管理庁が不法入域者
に対して警告を行うため、尖閣諸島各
島に設置した警告板の写真。

尖閣諸島の不法入域警告板設置
（1970年7月）

海上保安庁第１１管区保安本部によ
る活動報告。尖閣諸島周辺の領海警
備について報告され、不法上陸者等
の取締結果が示されている。

沖縄における海上保安の現況 1974年

琉球米軍より軍政府副長官を通じて
沖縄（群島）知事宛に通達された告
知。尖閣諸島の久場島以下5つの区
域を第一航空師団が使用する永久危
険区域（射爆撃演習場）とし、このこと
を知事以下全関係者に告知するよう
記したもの。

琉球米軍司令部による永久危険区域
の指定（1948年4月9日）

関連資料例

琉球政府が尖閣諸島5島に不法入域に対する警告板を
設置（1970年7月）

1970年

1971年 沖縄返還協定に日米両国が署名（1971年6月17日）
その合意議事録において「琉球諸島及び大東諸島」の範囲
（尖閣諸島を含む）が緯度及び経度で示された。1972年5月15
日発効。

海上保安庁発足（1972年）
沖縄の施政権返還に伴い、海上保安庁第11管区海上保安本
部が発足し、尖閣諸島周辺の領海警備が継続的に行われる。

1972年

���� ����

1948年 米国軍政府が久場島、大正島を射爆撃演習場に指定
（１９４８年～）
その後、米軍は琉球政府を介して久場島の所有者である古賀
善次氏と土地の賃借契約を締結し使用料を支払った。
（P15-20参照）

琉球政府発足（1952年4月）

石垣市が尖閣諸島に行政標柱を建立（1969年）

1950年

1952年

米国民政府（USCAR）発足（1950年12月）
USCARが施政の対象となる琉球の範囲を布令等により
明示し、その中に尖閣諸島が含まれる（1952年） ��������

1969年 国連アジア極東経済委員会（ECAFE）が尖閣諸島周辺
海域の石油埋蔵可能性を示す報告書を公表（1969年）

���	（P26-28参照）

1945年

1946年

米国軍政府が沖縄統治を開始（1945年～）
米軍施政下の行政機構として沖縄民政府（沖縄島）、臨時北
部南西諸島政庁（奄美大島）、宮古民政府（宮古諸島）、八
重山民政府（八重山諸島）がそれぞれ発足（1946年4月～）

※沖縄の範囲に関する戦時中の米軍の認識
　についてP21-25参照。

（昭和45年）

（昭和46年）

（昭和47年）

（昭和23年）

（昭和25年）

（昭和27年）

（昭和44年）

（昭和20年）

（昭和21年）

調査成果と主な資料

（ア） 1895年の領土編入以降、尖閣諸島に日本政府が行政権等を行使し
てきたことを示す資料
  資料群1：尖閣諸島の行政区画への編入と土地査定の実施

（ウ） 尖閣諸島周辺で行われた調査に関する資料
  資料群4：旧総理府による尖閣諸島海底地質調査

（イ） 米国（米軍）の認識を示す資料
  資料群2：戦後、米国（米軍）が尖閣諸島を琉球の範囲に含め、琉球政府
／沖縄民政府の行政権の行使を認めていたことを示す資料

  資料群3：米国が戦時中から尖閣諸島を沖縄の範囲に含めていたことを
示す資料

参考： 尖閣諸島をめぐる動き

　尖閣諸島に関連する約60点の資料（公文書

約50点、報道資料及びその他の資料約10点）を

調査した。主な資料は以下の通りである。

4 調査成果

https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1948040900101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1948040900101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1970072400101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1970070000103.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1974070000103.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1974070000103.html


06  ... 尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度）

5 資料紹介

（ア） 1895年の領土編入以降、尖閣諸島に日本政府が行政権等を
　　 行使してきたことを示す資料

資料群1 尖閣諸島の沖縄県行政区画への編入と土地査定の実施

①領土（沖縄県）編入後、八重山郡の所属となる
1895年（明治28年）の閣議決定（次頁年表参照）

によって沖縄県の所轄となった尖閣諸島は、編入翌年

の1896年（明治29年）に、勅令第13号「沖縄県郡編

制ニ関スル件」の公布によって、八重山郡となった。

　その後、例えば沖縄県の土地の状況等をまとめた

『沖縄県統計書（明治28年-明治29年）』には、魚釣

島、久場島が八重山郡石垣島の所属とされ、両島の

周囲や海上里程が記載されている。

②登野城村の小字編入後、八重山村の所属になる
1899年（明治32年）には、沖縄県臨時土地整理

事業が始まり▶、沖縄県の全島で測量事業が行われ、

1901年（明治34年）には尖閣諸島を含む八重山各

島の図面が製図され、土地整理図として刊行された

（※1）。

　1902年（明治35年）には、測量結果をもとに宮古・

八重山諸島の行政区画の再編が行われ、沖縄県令

第49号（No.1：P8-9参照）によって、尖閣諸島は八重

山郡大浜間切登野城村の小字に編入されることが告

知された。沖縄県統計書（明治35年度）には、南小島、

北小島、魚釣島、久場島の4島が、「地目：原野」、「所

属：八重山郡大浜間切登野城村」として記載されてい

る。この頃は間切（まぎり）という地域単位が存在し、尖

閣諸島は、大浜間切内登野城村の所属となっていた。

　1903年（明治36年）には、臨時土地整理事業が完

了し、1906年（明治39年）には、その事業成果を反映し

た沖縄県管内全図が刊行（刷新）された。

　1907年（明治40年）には、沖縄県に島嶼町村制が

施行され間切が廃止となり、1908年（明治４１年）には、

南小島、北小島、魚釣島、久場島の尖閣諸島4島（※

2）は八重山郡八重山村の所属となった（右表ならびに

No.1：P8-9参照）。

　その後尖閣諸島は、石垣村、石垣町、石垣市と所属

が変わっていくが、八重山諸島の属島としての位置づけ

は不変であり、継続的に管理が行われてきた。

③30年間の無償貸与後、尖閣諸島4島が古賀善次
に払い下げられる
　1896年（明治29年）、沖縄県は尖閣諸島の開拓を海

産物商人の古賀辰四郎に許可し、政府は、尖閣諸島4

島を30年間無償貸与することを決定した。1918年（大

正7年）に古賀辰四郎の死去に伴い、事業を引き継いだ

古賀善次（辰四郎の長男）は▶、1926年（大正15年）

に無償貸与期間が終了すると毎年借地料を払い島を使

用していたが、1930年（昭和5年）に政府に払い下げを

願い出た。それを受け、農林省熊本営林局沖縄営林署

は現地調査を行い地価を査定し（P10-13参照）、1932

年（昭和7年）に尖閣諸島4島が古賀善次に払い下げら

れた。

　その後、戦火の拡大とともに尖閣諸島は無人の島と

なった（※3）。

※1　これらの図面に、法務省那覇地方法務局石垣支局所蔵
の「公図」▶、石垣市教育委員会所蔵の「土地整理図」
▶、早稲田大学図書館所蔵の「沖縄県土地整理図」▶
がある。

※2　尖閣諸島のうち大正島は、1920年（大正9年）に八重山
郡石垣村に編入された。

※3　古賀善次が事業を引き継いで以降、尖閣諸島での開拓
や経営は次第に縮小していった。1944年（昭和19年）10
月には沖縄本島の中心地である那覇が空襲を受けた。
那覇に居住していた古賀善次は、夫人とともに本土に疎
開した。翌1945年（昭和20年）には、尖閣諸島は完全に
無人化したと考えられている。

https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1902120000201.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1963030000101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1902000000201.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1902120000101.html
http://www.wul.waseda.ac.jp/kotenseki/html/ru11/ru11_01023/index.html
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1902年
12月3日

南小島、北小島、魚釣島、久場島4島が八重山郡
大浜間切登野城村の小字に編入

1930年 古賀善次が4島の払い下げを願い出たことを受け、
農林省営林署が現地調査を実施し土地を査定
（P10-13参照）

尖閣諸島の行政上の位置付け（まとめ）

①

②

③

1895年
1月14日

尖閣諸島の領土編入が閣議決定され、沖縄県の
所轄となる

（明治28年）

1896年
3月5日

明治29年勅令13号（郡区編成に関する件）により
尖閣諸島が八重山郡となった

（明治29年）

1896年 古賀辰四郎に尖閣諸島4島（魚釣島、南小島、北
小島、久場島）の開拓が許可され、30年間無償貸
与されることが決定

（明治29年）

1899年 沖縄県臨時土地整理事業開始（沖縄県下全島で
測量実施）（明治32年）

1901年 土地整理図、公図、沖縄県土地整理図など尖閣諸
島を含む八重山各島の図面が完成（明治34年）

1908年 沖縄県への町村制の導入に伴い、八重山村が新
設され、上記4島は同村の所属となる（明治41年）

1926年 無償貸与期間終了し、古賀辰四郎の事業を継承し
た古賀善次が借地料を政府に支払い（大正15年）

1932年 尖閣諸島4島が順次、古賀善次に払い下げられた
（昭和7年）

1945年
以降

米軍が久場島を射爆撃演習場として使用。同島の所
有者（古賀善次）と賃借契約（P16-20参照）

（昭和20年）

（明治35年）
����

（昭和5年）

��������

�������	

https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1895011400101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1900062800103.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1898071700102.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1902120000101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1902000000201.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1902120300101.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1932000000301.html
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/shiryo/senkaku/detail/s1948040900101.html
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尖閣諸島4島を大浜間切の小字に編入したことを示す沖縄県令

明治35年沖縄県令第49号（別冊）���� 1902年（明治35年）12月3日（県令）
1911年（明治44年）11月10日（収録誌）

　沖縄県臨時土地整理事業を受け（P6参照）、1902年（明治

35年）に宮古、八重山諸島の行政区画再編を定める県令。この

県令49号によって、魚釣島、久場島、北小島、南小島は八重山

郡大浜間切登野城村の小字として編入された。各字名は、この

県令49号の別冊として添付されている（※1、2）。

資料概要

第二類　制度　

第六章　郡区町村　

○県令第四十九号（明治三十五年十二月三日）

（略）八重山郡魚釣島久場島其他附近ノ島嶼ハ大浜間切登野

城村ノ区域ニ編入ス　

宮古、八重山両郡各間切内ノ村ノ区域並字名ハ別冊ノ通リ定ム

　

（別冊）

（略）

　　八重山郡

八重山村

（略）

○字登野城

（略）字南小島　字北小島　字魚釣島　字久場島

（略）

内容見本

※1　平成28年度資料調査報告書（P15）で紹介した明治35年
県令49号と同一であるが、この版には字名が示された別
冊が記載されている。

※2　1911年（明治44年）に発行された『沖縄県令達類纂』に収
録されているこの県令49号の別冊には、「明治四十一年
三月二十八日県令第二十二号ヲ以テ四ケ村設置ニ付改
ム」と注釈が付されている。これは、1907年（明治40年）に
沖縄県及島嶼町村制が施行され、八重山郡にそれまで置
かれていた宮良間切、大浜間切、石垣間切が廃止され、
翌1908年（明治41年）に新たに八重山村が置かれたこと
を指すものと考えられる。（尖閣諸島4島（南小島、北小島、
魚釣島、久場島）もここで八重山村の所属となった）

作成年月日 1902年（明治35年）12月3日（県令）
1911年（明治44年）11月10日（収録誌）

編著者 沖縄県

発行者 沖縄県

収録誌 沖縄県令達類纂（上）

言語 日本語

媒体種別 紙

公開有無 有

所蔵機関 京都大学法学部図書室

利用方法 京都大学法学部図書室で利用手続きを行う

京都大学法学部図書室所蔵
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京都大学法学部図書室所蔵
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　1930年（昭和5年）、古賀善次が尖閣諸島4島（魚

釣島、南小島、北小島、久場島）の払い下げを願い出た

ことを受け（P6参照）、熊本営林局沖縄営林署が現

地調査を行った結果作成した土地価格の査定書であ

る（※1）。

　熊本営林局沖縄営林署は、魚釣島を2824円70銭

（画像3：次頁）、南小島を46円55銭（画像4：次頁）、

北小島を31円27銭（画像5：次頁）、久場島を246円

35銭（画像6：次頁）と査定した。

　これを踏まえ、日本政府は、1932年（昭和7年）2月

20日に久場島、同年2月25日に魚釣島、同年3月31日

に南小島と北小島を古賀善次に払い下げた。

　北小島、久場島の処分調査書（画像5、6）について

は、破損を免れている部分に「売払済」「昭和七年登

記」の印が見える。

資料概要

(印)[受付　熊本営林局　処第230号[昭和]5年11月21日]

沖第一二三八号　進達　検査済(印)[元山]

　　　　　　　　　　　　台帖(印)[元山]

自帖第一号　至　第　号

八重山郡石垣町大字登野城処分調査書

□□□九月十二日　処分調査員　沖縄営林署長　営林署技手帖佐豊治(印)

[帖佐]

（処分調査書編綴目録用紙）

売払済　□□順次　調査番号　字　名　地　番　　地 目　 　 面　積

売払済　1 　　　　帖一　　　魚釣島　二三九二　原野　三五七六〇〇〇

売払済　2 　　　　〃二　　　 南小島　二三九〇　 〃　　　 三一〇三一〇

売払済　3 　　　　〃三　　　 北小島　二三九一　 〃　　　 二〇八四二四

売払済　□　　　　〃四　　　 久場島　二三九三　 〃　　　 八二一一二〇

内容見本

尖閣諸島4島の払い下げに際して土地価格を査定した調査書

沖第1238号　八重山郡石垣町大字登野城処分調査書����

作成年月日 1930年（昭和5年）

編著者 熊本営林局沖縄営林署

発行者 -

収録誌 八重山郡石垣町処分調査書

言語 日本語

媒体種別 紙

公開有無 有

所蔵機関 国立公文書館

利用方法 国立公文書館デジタルアーカイブで
閲覧を行う

※1　国立公文書館ウェブサイトでカラー版の高精細
画像が公開されている。

画像1

画像2

１９30年（昭和5年）
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画像3 画像4

画像5 画像6
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　尖閣諸島４島の払い下げに際して作成された処分調査書

（No.2：P10参照）に添付された現地調査野帳（測量調査票）。

表題には「沖第一二三八号付属」と記載されている（画像1）。

　八重山郡石垣町大字登野城字南小島、字北小島の整理調

査票（画像2-1、2-2：次頁）には、字名、地番、両島の概況、種目

（原野、反別）、地質（岩石）、地勢、土地の景況、隣接地への交

通（石垣町へ90浬・台湾へ約100浬）などが記載されている。

資料概要

尖閣諸島4島に関する処分調査書（No.2）に添付された現地調査野帳

作成年月日 1930年（昭和5年）
編著者 熊本営林局沖縄営林署
発行者 熊本営林局沖縄営林署
収録誌 八重山郡石垣町大字登野城字南小島・

字北小島処分調査野帳 昭和５年度

言語 日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 国立公文書館
利用方法 国立公文書館デジタルアーカイブで閲覧を行う

整理調査票[八重山郡石垣町大字登野城字南小島字北小島]����
１９30年（昭和5年）

画像1



内容見本

整理調
査番号

調査書
番号

字 地番 種目 台帳反別 実測面積 地質 地勢 地況及林況 交通運搬ノ関係 利用目途 其他参考トナルヘキ事項

1 帖2 南小島 2.390 原野 32.7310 31.0310 岩石

2 帖2 北小島 2.391 原野 26.1000 20.6620 岩石 〃 〃 〃〃〃 〃

本島ニハ水溜ノ設備セシケ所ナシ

大半絶険
ナル岩石地
ニシテ多少
緩斜及平旦
地ナル岩石

海鳥採集
地及ビ漁
業根拠地

島ノ全部ガ全クノ岩石ノミナリシ為
メニ利用ノ途ナケレトモ、海鳥類
採集地ニハ最適ノケ所ナリ海鳥ハ
幾十万ト群集シヲルモ現今ハ何等
利用セズ
大岩石ノ下ニ昔鳥類採集セシ時ニ
築造セル水溜アリ

島ノ全部ガ岩石ニシテ海岸ヨリ
断崖ノケ所多ク内部岩石ノ間
ニ鳥糞積重ネタル上ニ雑繁
点生スルモ原野状態ヲナス
程度ニアラズ全クノ岩石地ナリ

（略）

台湾ヘ約
100浬

（略）

石垣町
ヨリ90浬

国県道へ 其 他

尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度） ...  13
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画像2-1（見開き左）

画像2-2（見開き右）

※画像2-1、2-2

（略）



資料群2 戦後、米国（米軍）が尖閣諸島を琉球の範囲に含め、琉球政府／
沖縄民政府による行政権の行使を認めていたことを示す資料

　戦後、琉球列島を占領統治した米国軍政府は、尖閣諸島を八重山群島の島嶼群に含

め、久場島を駐留空軍の射爆撃演習場として指定し（下写真参照）▶、利用を開始した。

　それに伴い、射爆撃演習場として指定された場所は、漁業者による出漁が禁止された。過

去の調査では、遅くとも1948年（昭和23年）には久場島が射爆演習場として指定され、その

旨が米国軍政府から下部の行政機構にあたる沖縄民政府に同年4月9日付で通達されてい

たことを示す資料を確認していた（※）。今年度の調査では、米国軍政府が沖縄民政府に対

して出漁禁止区域を告知したこと、また、それを沖縄民政府が漁業関係者に通達していたこ

とを示す同年4月22日付の資料を確認した（No.4：P15参照）。

　また、久場島は、古賀善次が所有する私有地であったが（P10-13参照）、米軍は琉球政

府を介して同島を軍用地として借り上げる賃借契約を古賀善次と締結した。この契約に関す

る1958年（昭和33年）から1970年（昭和45年）までの資料を今年度の調査で確認した

（No.5：P16-20参照）。

（イ） 米国（米軍）の認識を示す資料

[琉球米軍司令部による永久危険区域の指定]（報H28/P33）
　1948年（昭和２３年）4月9日付。琉球米軍司令部より、米国軍政府副長官を通
じた沖縄（群島）知事宛の通達。コビ礁（久場島）以下5つの区域を第一航空師
団が使用する永久危険区域とし、このことを知事以下全関係者に告知するよう
記している。同様の内容が、5月25日付の「臨時北部南西諸島公報」（奄美群島
公報紙）、5月27日付の「公報新宮古」（宮古群島公報紙）、11月1日付の「八重
山タイムス」（八重山群島紙）などにも記されている。

※ 沖縄県公文書館所蔵
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沖水第44号[爆撃演習による出漁禁止区域について]����

米軍が久場島を射爆撃演習地に指定し、
沖縄民政府がそれを漁業関係機関に通知したことを示す資料

　この資料は、米軍による爆撃演習の実施に伴い、沖縄民政府が米国軍

政府から指示された出漁禁止区域について、沖縄水産組合連合会長他漁

業関係者に1948年（昭和23年）4月22日付で通達したものである。

　出漁禁止区域として、米軍が射爆撃演習場としてそれぞれ永久危険区域

に指定している場所（P14参照）が示され、（A）に久場島（コビショ）の周辺5

マイルが含まれている。

　これまで、同年4月9日付で、米国軍政府が射爆撃演習場の指定について

沖縄民政府に通達した資料を確認していたが、それが漁業関係者に同民政

府から通達されていたことについては、知りうる限り未確認であった。

資料概要

作成年月日 1948年（昭和23年）4月22日
編著者 沖縄民政府
発行者 沖縄民政府
収録誌 沖縄民政府当時の軍指令及び一般文書5-4 1948年
言語 日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

沖水第四四号

一九四八年四月二十二日

沖縄水産部長（印）

沖縄水産組合連合会長

沖縄造船所社長

各水産組合長

各駐在技術員　殿

　　爆撃演習による出漁禁止区域について

左記の通り爆撃による禁止区域について軍政府より

指示がありましたから全漁船及刳舟の乗組員に周知

徹底せしめ遺憾のない様期せられたし

（略）

　記

一、日時　四月二十二日より（永久的）

一、場所　（略）（コビショ島）

（略）

内容見本

1948年（昭和23年）4月22日

尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度） ...  15

5. 資料紹介-資料群2



作成年月日 1960年（昭和35年）1月
編著者 琉球政府法務局軍用地関係事務所業務課
発行者 琉球政府法務局軍用地関係事務所業務課
収録誌 財産取得要求告知書 石垣市 NR-183

ENG-0227　不定期間賃借権
言語 英語/日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

米軍が琉球政府に久場島の取得を要求する告知書

内容見本

【画像3参照】　※米軍が取得を要求する久場島の境界

EXHIBIT B

AREA TAKEN（使用地）

（久場島に赤で斜線）

【画像2参照】　※米軍が取得を要求する久場島の詳細

Total Privately
Owned Land

Range Land 1
2
3

1 264,400 5,763.92

62年度
支払済

1 264,400 215.01 5,763.92 100%

GRAND TOTAL

POORE　Form93
5. Dec 58

1 264,400 215.01 5,763.92 100%

CLASS

RECAPITULATION BY CLASS & GRADE Ishigaki CIty
List Nr. 
C-238

GRADE TRACTS TSUBOS ACRES ANNUAL RENTAL PER-
CENTAGE

***

資料概要

１９60年（昭和35年）1月

※1　米国民政府（USCAR）の最高責任者。
※2　琉球政府（石垣市）が、久場島の所有者である

古賀善次と締結した基本賃借契約書が別途存
在する（沖縄県公文書館所蔵、資料コード
R00035532B）。このように琉球政府は、個々の
土地の地主と契約を済ませた後、米国との間に
総括賃貸借契約を締結した。

　この資料は、米国が石垣市に所在する久場島を無

期貸借して軍用地として取得するよう琉球政府に要

求するための告知書である。

　この告知書は、琉球列島高等弁務官（※1）布告に

基づき、指定された土地を米軍が軍用地として使用す

るため、琉球政府が取得交渉を行うことを定めた文書

である。

　告知書本体（画像1-1～1-3）には、1960年1月に

琉球政府によって署名され、同月、八重山登記所に登

記され、石垣市において公示されたことが示されてい

る。なお、賃借による取得の開始時期は、1958年7月

に遡って行うよう記載されており、実際、そのとおり、琉

球政府と久場島の所有者である古賀善次氏との間で

契約が締結された（※2）。

　取得の対象となる土地は、添付文書において示さ

れることとされており、EXHIBIT “A”（画像2、内容見

本参照）に態様、EXHIBIT “B”（画像3）に境界が書

かれている。

　米軍が上記の経緯により久場島を軍用地として使

用したことは、当時の新聞記事でも報道されており、石

垣市が固定資産税を同氏から徴収していたこと等が

書かれている。

財産取得要求告知書 石垣市 NR-183 ENG-0227
不定期間賃借権

����
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画像1-1（財産取得要求告知書本体）

画像1-3（財産取得要求告知書本体つづき。八重山登記所、石垣市署名）画像1-2（財産取得要求告知書本体つづき。米軍、琉球政府の署名）

尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度） ...  17

5. 資料紹介-資料群2

沖縄県公文書館所蔵
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沖縄県公文書館所蔵画像2（EXHIBIT “A”：古賀善次所有の久場島に関する詳細）
※明確にはEXHIBIT”A”の記載が見られないが、それに該当するもの
と考えられる。鉛筆でのメモ書きは、62年度支払済と書かれていること
から、契約後賃料支払いを継続する過程で記されたものと思われる。
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5. 資料紹介-資料群2

画像3（EXHIBIT B：土地境界を示す資料。赤で斜線が引かれた部分が石垣市登野城久場島）

字
登
野
城　

久
場
島

該当部分拡大

沖縄県公文書館所蔵
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【参考】 久場島を米軍が所有者から賃借していることを伝える記事
1961年（昭和36年）3月31日付八重山毎日新聞記事

　八重山地方にも米軍軍用地（久場島のこと）があり、その所有者である古賀善次（※）
に対して米軍から賃料が支払われていることが示されている。地代は年5600ドルであり、
石垣市には固定資産税として年120ドルが支払われていて石垣市の大きな財源になって
いること、また、同諸島は古賀氏の所有であり、現在は南海商会社長が管理人となってい
ることなどを報じている。古賀辰四郎がかつお業を営んでいたことや、水が湧き出ることな
ど、戦前の様子についても触れられている。

沖縄県立図書館所蔵

※　記事中は古賀辰四郎とされているが同氏の死後、古賀善次に引き継がれている
（P6参照）
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5. 資料紹介-資料群3

資料群3 米国が戦時中から尖閣諸島を沖縄の範囲に含めていたことを示す資料

　戦後、琉球列島を占領統治した米国軍政府は、占領当初

から尖閣諸島を琉球の範囲に含めていた。

　米国軍政府の活動報告第1号（1946年7月発行：右図参

照）には、尖閣諸島を「SENKAKU-GUNTO」として琉球列島

の範囲に描いている。

　その後、米国民政府（USCAR）の布令第68号「琉球政府

章典」（1952年（昭和27年）2月29日に公布）や、布告第27

号「琉球列島の地理的境界」（1953年（昭和28年）12月25

日公布）等に琉球の範囲が緯度経度で示され、その中に尖閣

諸島が含まれてきた。

　沖縄返還協定（1971年（昭和46年）6月17日署名）に付

属の合意議事録では、上述の布告第27号で示されている範

囲が、協定の対象となることに日米が合意している。

　今年度の調査では、尖閣諸島を琉球の一部とする米国軍

政府の認識が、戦時中、米軍が対日作戦を遂行する際に用い

ていた基礎的な情報をまとめた資料の中にも記されていたこと

が確認された（P22-25参照）。 ���� ����

RYUKYU ISLANDSの範囲に
SENKAKU-GUNTO

「SUMMATION of UNITED 
STATES ARMY MILITARY 
GOVERNMENT ACTIVITIES in 
the RYUKYU ISLANDS No1 
July-November 1946」
琉球列島における米軍政府による活
動報告第1号（1946年7月）戦後最初に
出されたもの。

拡
大
図
の
範
囲

拡大図

外務省外交史料館所蔵



海軍情報局49,600-地理南西諸島編 第15版����

資料概要

1944年（昭和19年）5月

SENKAKU GUNTO

 (SENTO SHOSHO)

Small boat landing

with slip

UOTSURI SHIMA

内容見本
Summit of extinct

volcano KOBI SHO

Kita-ko-Shima

Minami-ko Shima

作成年月日 1944年（昭和19年）5月
編著者 米国海軍情報局
発行者 米国海軍情報局
収録誌 (00010-001) ONI 49, Change No.15, 600-Geography,

Japan Area H-1, Nansei Shoto (May 1944) (1/2)

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

　この資料（画像1～3）は、米国海軍情報局

が1944年（昭和19年）5月に作成（改訂）し

た、日本の状況を分析した情報集（モノグラフ）

全体のうち、南西諸島の地理情報に関する部

分を抜き出したものである（※）。資料では、琉

球列島（RYUKYU ISLANDS）がA～Fの各

島嶼地域に分類され、E - 先 島群島

（SAKISHIMA GUNTO）の中に尖閣諸島

（尖閣群島：SENAKU GUNTO）が描かれて

いる（画像2：次頁）。

　また、尖閣諸島が琉球列島の範囲に含ま

れていることが確認されるだけでなく、尖閣諸

島各島（魚釣島、南小島、北小島、久場島）の

様子も描かれ、魚釣島には小型の船が接岸

できる場所があることや、久場島（KOBI 

SHO）に死火山の噴火口があることなども示

されている（画像3：次頁）。

琉球列島の中に尖閣諸島が含まれている
戦時中の米国海軍作成資料

※　沖縄県公文書館が米国国立公文書館
（NARA）から収集（複写）したもの。同
館は、NARAの分類に基づき、この資料
を「第2次世界大戦作戦報告書」シリー
ズとして分類している。各島の位置の
他、気温、海水温、海表面密度等、潮
流、潮汐等、軍事作戦遂行上必要とな
る様 な々情報が集積されている。

画像1：琉球列島の中に、E-先島群島が示されて
いる（注：便宜上、2ページに別れている画像を合
成した）

沖縄県公文書館所蔵
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5. 資料紹介-資料群3

画像3：尖閣群島（SENKAKU GUNTO）として、魚釣
島、北小島、南小島、久場島（KOBI SHO）が描かれて
いる。魚釣島には小舟による上陸地点が、久場島には、
死火山としての噴火口があることが示されている。

沖縄県公文書館所蔵

画像2： E-先島群島の中に、SENKAKU GUNTO
（SENTO SHO-SHO）が描かれている

画像3該当部分拡大 沖縄県公文書館所蔵

尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度） ...  23



GAZETTEER No.14X RYUKYU RETTO
AND NANPO SHOTO [琉球列島地名集]

����

琉球列島の範囲に尖閣諸島が記載された
戦時中の米国海軍水路部作成資料

英国国立公文書館所蔵
資料提供：公益財団法人日本国際問題研究所

資料概要

画像1該当部分拡大
（魚釣島、久場島、大正島、の記載）

1944年（昭和19年）

作成年月日 1944年（昭和19年）11月
編著者 米国海軍水路部
発行者 米国海軍水路部
収録誌 Gazetteer No.14X: Ryukyu Retto

(Nansli Shoto Southern Islands)
（AIR 23/4756）

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 英国国立公文書館
利用方法 英国国立公文書館で利用手続きを行う

（範囲図）

NANPO SHOTO

(SOUTHERN ISLANDS)

RYUKYU RETTO

(NANSEI SHOTO OR SOUTHWESTERN ISLANDS)

Kobi Sho

Sekibi Sho

UotsuriShima（略）

内容見本

　この資料は、米国海軍省水路部が１９４４

年（昭和19年）に作成（改訂）したもので、日

本全体の地名集から琉球列島、南方諸島に

関するものを抜き出したものである（※）。

　資料中、この地名集が対象とする範囲が

図に示され、琉球列島（RYUKYU RETTO）

の中に久場島（Kobi Sho）、大正島（Sekibi 

Sho）、魚釣島（Uotsuri Shima）が描かれて

いる（画像1）。

　地名集には、それぞれの地名が示す場所

の位置（緯度経度）、特徴が記載され、久場

島、魚釣島はIslandとなっており（画像2、4：

次頁）、大正島はRockとなっている（画像3：

次頁）。

　また、それらの地名や特徴を記載する上で

参照した情報源（地図や海図）がコードも示

されている。 画像1（範囲図）

※　今年度の（公財）日本国際問題研究所
との連携による英国国立公文書館にお
ける調査で確認したもので、表紙に英
国空軍省の受け入れ印があり、米国海
軍水路部の作成資料が、英国空軍に
共有されていたものと思われる。
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5. 資料紹介-資料群3

画像2（地名索引：久場島（Kobi Sho））

画像2該当部分拡大（Kobi Sho）

画像3該当部分拡大（Sekibi Sho）
※Raleigh Rk（ローリーロック）は大正島の別名

画像3（地名索引：大正島（Sekibi Sho））

画像4（地名索引：魚釣島（Uotsuri Shima））

画像4該当部分拡大（Uotsuri Shima）

英国国立公文書館所蔵
資料提供：公益財団法人日本国際問題研究所

尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成30年度） ...  25



　1960年代に入ると、東シナ海の海底資源に対する関

心が国際的に高まり始めた（※1）。1966年（昭和41年）

には、国連アジア極東経済委員会（ECAFE）の所属機関

として、アジア沿海地域鉱物資源共同探査調整委員会

（CCOP）が設立され（※2）、資源開発の可能性について

議論が行われた。

　CCOPの方では、1968年（昭和43年）10月～11月に

米海軍の艦艇を用いた調査が行われ、調査報告書が翌

1969年（昭和44年）5月に公表された（※3）。それには、

「台湾と日本との間に横たわる浅海底は将来一つの世界

的な産油地域となるであろうと期待される」ことが示され、東

シナ海の広大な大陸棚における石油埋蔵の可能性に対

する関心がさらに高まることとなった。

　我が国においては、1968年（昭和43年）7月の高岡大

輔による沖縄県訪問・尖閣諸島現地調査（報H28/ P２

３）の後、報告会が総理府特別会議室で行われ（同年8月

30日）、その後の関係者からの文書による見解も踏まえ、

尖閣諸島一帯で急ぎ３次にわたる調査を行う必要があると

結論づけた。

　これを踏まえ、1969年（昭和44年）6月から7月にかけ

て、総理府の委託に基づき東海大学による尖閣諸島周辺

海域の海底地質調査が行われた。この調査は、東海大学

海洋学部、石油開発公団（当時）、琉球政府、琉球大学

の研究者・関係者が参加して行われ、同年8月28日に総

理府に報告書が提出されている。調査は、翌1970年（昭

和45年）、1971年（昭和46年）と３次にわたり行われた。

　東海大学付属図書館清水図書館には、３次に渡る尖

閣諸島周辺海域の調査報告書が所蔵されている。また、

同学船舶運航課には、調査で使用された船舶「東海大学

丸II世」の業務報告書が残されており、本調査事業にあ

たって開示いただいた。業務報告書には、各年に尖閣諸

島周辺の調査に従事したことが示され、1971年（昭和46

年）の報告書には、尖閣諸島周辺海域における航跡図

（下図）が示されている。

※2　CCOP：日本、韓国、中華民国（台湾）、フィリピンが発足当初の参加国
※3　Geological Structure and Some Water Characteristics of the East 

China Sea and the Yellow Sea. (1969) CCOP Technical Bulletin Vol.2

※1　セリグ・S・ハリソン『中国の石油戦略』（1978）

（ウ） 尖閣諸島周辺で行われた調査に関する資料

資料群4 旧総理府による尖閣諸島海底地質調査

東海大学丸II世の調査航跡図
『昭和44年度　東海大学丸二世業務報告書』より
資料提供：東海大学船舶運航課

1971年（昭和46年）調査時に、東海大学丸II世から撮影された南小島
（左奥に北小島が重なって見える）
写真提供：金野喜文氏（当時の東海大学丸二世乗組員）
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5. 資料紹介-資料群4

　1969年（昭和44年）6月27日から7月8日にかけて（尖閣諸島

近海での現地調査期間）、東海大学（海洋学部）が尖閣諸島周

辺海域で行った海底地質調査の報告書。前年（1968年（昭和

43年））7月の高岡大輔による尖閣諸島の現地調査後の報告を

受けて、旧総理府の委託により３次に渡って行われた。

　一般海洋観測（気温、水温、塩分等）、海底地形調査、採泥お

よびサンプル分析による海底地質調査、地磁気観測、スパー

カーを使用した音波探査による海底下の地質構造調査のほか、

魚釣島及び大正島の岩石採集が行われた。

　現地調査に先立っては、那覇港に入港した調査メンバー向け

に日本政府主催のレセプションが開催された。これには、関係者と

して尖閣諸島4島（魚釣島、久場島、北小島、南小島）の所有者

である古賀善次も招待されていた。

資料概要

VII 結語

　尖閣列島周辺に海底鉱物資源の存在の可能性は極めて高い

と云える。これは今回の調査成果の概査にもとづくもので、調査の

各種の記録を綿密に解析したり、採集した岩石、砂礫、泥、貝殻等

の精密な研究の結果を纏めることによってより精確な結論が得ら

れるが、そのためにはなお多くの日時を要する。

　スパーカー調査記録より、この海域の全面に旦って海底下

2,000mを越える海成新第3紀層が堆積していることが推定され、

所々に褶曲構造が見られ、また、新第3紀層の基盤と推測される

岩体の存在する箇処も見られた。海底地形では、魚釣島と赤尾礁

間距離約100キロの中間に、深い構状の地形の存在が確認され

た。石地（ママ）及び天然ガスの開発に関連深い新第3紀層の厚

さについては、今回の調査で未だ不充分であるので、より深くまで

到達する性能のエア・ガン等による地震探査を実施して、深部の

地質構造を明確にする必要がある。また更に石油天然ガス等の資

源の有無を確めるため、5,000ｍ内外の深度のボーリングを試み

なければならない。また、尖閣列島周縁の学術調査を進めると共に

近隣地域と如何する関連があるかという点も調査する必要があ

る。（略）

　なお、今次の学術調査は前述のように、尖閣列島周辺にある大

陸棚の海底地質調査に重点が置かれた（略）

内容見本

作成年月日 1969年（昭和44年）8月25日

編著者 東海大学

発行者 東海大学

収録誌 -

言語 日本語

媒体種別 紙

公開有無 有

所蔵機関 東海大学付属図書館清水図書館

利用方法 東海大学付属図書館清水図書館で
閲覧を行う

尖閣列島周辺海底地質調査報告書����

旧総理府の委託により行われた尖閣諸島周辺の調査報告

音波探査の記録断面図の例

1969年（昭和44年）8月25日
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　今年度の資料調査は、引き続きストリームグラフと
OPACとの共同体制で実施し、研究委員会から専門
的見地からの助言と指導を受けた。これまで同様、主
に日本国内に所蔵のある尖閣諸島に関する資料を対
象に調査を行ったが、今年度は、日本国際問題研究所
との連携により、英国国立公文書館など、国外の資料
についても、その所在情報や原本の画像データの確認
を行った。
　この報告書で紹介した資料を概観すると、まず、戦
前（昭和期）に、これまで国有地だった尖閣諸島を民間
人に払い下げるため、当時の農林省が行った土地価
格査定調査の報告（P10-13）参照：国立公文書館所
蔵）がある。これらの資料は、南小島、北小島、魚釣島、
久場島の払下げ価格をはじめとした具体的な情報が
続 と々伝わってくる貴重なもので、高精細なカラー画像
で国立公文書館ウェブサイト（デジタルコレクション）から
公開されており、是非原本画像をご覧いただきたい。
　次に、戦後旧沖縄県である琉球列島を統治した米
国（米軍政府）が、尖閣諸島の久場島を射爆演習場と
して使用するにあたり、同島を軍用地として借り上げた
際の手続きに関する資料がある（沖縄県公文書館所
蔵：P16-20参照）。
　その他にも、琉球政府による尖閣諸島の警備に関す
る資料等についても調査を行なった。平成26年度から
数えると、今年度で5ヶ年の調査を行ってきたことになる
が、戦前の沖縄県や日本政府が作成した公文書類に
ついては、調査が完了したとはいえないまでも、一定水
準の蓄積が図れたと考えている。その成果を踏まえ、
「尖閣諸島の行政上の位置付け（経過）」として（P6-7
参照）、1895年（明治28年）の領土編入以降の行政上
の動きをまとめたのでご一読いただきたい。
　一方、米国（米軍）の尖閣諸島に関する認識を把握
する上で、日本国際問題研究所から英国国立公文書
館所蔵資料の提供を受けた。この報告書では、米国海
軍水路部が作成した地名集（琉球列島及び南方諸
島）を紹介している（P24-25参照）。この地名集には、琉
球列島の範囲に尖閣諸島各島を記載しているが、米
国が尖閣諸島を琉球列島（南西諸島）の一部だとして
いる資料は他にも国内所蔵のものを確認した（P22-23

参照）。
　最後に、昨年度報告書のあとがきで触れた、1969年
（昭和44年）から1971年（昭和46年）にかけて東海大
学が実施した旧総理府委託による東シナ海海底資源
調査に関する報告書ならびに関連資料がある（P26-28
参照）。
　以上のように、沖縄県への領土編入以降、尖閣諸
島に行政権等を行使してきたことを示す資料や、戦後
の琉球政府と尖閣諸島との関わりについての資料が
充実し、また、米国（米軍）の認識を示す資料も拡充が
進んだ。
　しかしながら、調査が必要と考えた、1945年（昭和20
年）から沖縄返還（1972年（昭和47年））までの期間に
おいて、日本政府が作成した尖閣諸島に関する資料、
例えば戦後の外交記録については、外務省外交史料
館を中心に調査を行い、幾つか尖閣諸島に関する言
及のある資料を確認できたものの、残念ながら同諸島
を中心に扱った資料は確認できなかった。可能であれ
ば、今後の調査課題としたい。
　資料の閲覧、調査にあたっては、各資料所蔵館の
皆様に多大な便宜を図っていただいた。ここに深く御
礼申し上げます。

研究チーム主任研究員

國吉まこも

国立国会図書館（東京本館）
国立公文書館
外務省外交史料館
公益財団法人日本国際問題研究所
萩博物館（山口県萩市）
福岡県水産海洋技術センター
沖縄県公文書館
沖縄県立図書館
那覇市歴史博物館
琉球大学附属図書館
石垣市立図書館
個人

調査先
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